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訪問介護重要事項説明書（１割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                令和 5年 11月 1日現在 

 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の生活  

全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した居宅 

サービス計画（ケアプラン）に基づき、別紙に定める「訪問介護計画」に沿って計画的に提供   

します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 

サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 



〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

 

 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）を作成する際に居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門

員等から説明の上、ご利用者の同意を得ることになりますので、介護支援専門員等にご相談くださ

い。保険外サービスをご利用の際は別途契約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までに   

お支払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

 

介護給付費単位表 

１、 訪問介護費              

身体介護 

（１）20分以上 30分未満 

    275単位 

 

 

（２）30分以上 1時間未満 

    436単位 

（３）1時間以上 

    637単位に 30分増す 

ごとに＋92単位 

身体介護

に引き続

き行なう 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    349単位 

（２）45分以上 70分未満 

    583単位 

（３）70分以上 

    657単位 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    201単位 

（２）45分以上 

    248単位 



（注１）法定加算について 

① 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

② 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

③ 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

④ ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

⑤ 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

⑥ 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

⑦ 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

⑧ 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

⑨ 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行した場

合、２００単位/月加算となります。 

⑩ 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

⑪ 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、 

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

⑫ 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合、５％増と

なります。 

⑬ ２４時間緊急時に対応した場合、１回につき１００単位（月２回まで）加算されます 

 

         連絡先（電話）０８０－６０７６－１１３３  （原田 佐奈恵） 

 

 

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（１） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サービス計画

外のサービスを受けた場合。 

（２） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（３） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（４） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（５） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（６） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（７） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画と異なる場合。 



（８）居宅サービス計画に位置付けられていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用

前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡な

しに利用した場合でも、遅くとも月末までに連絡すること。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

 〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

  介護保険担当   原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に報

告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への連絡等

の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６６－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 第三者評価について 

   第三者評価を実施しておりません。 

 



１２ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

 

１３ 虐待に対する対応 

（１） 法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通報するよ

う努めなければならない趣旨から、身体拘束、虐待行為の発見または、虐待行為を受けたと  

思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその状況の確認を

行った後、市町村へ通報を行います。 

（２） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

  【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

① 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

② 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

③ 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

④ 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

（３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１４ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します。 

    

 

 

 



１５ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 

 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 

１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１６ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

 ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

 

１７ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１８ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

  



１９ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施できる 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

 

 その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより訪問介護サービスに

ついての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、指定訪問介護事業者として以上の重要事項を説明いたしました。当事業所は、

ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービスを誠実に責任をもって行い 

ます。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者     原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                       印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 



 

 

 

 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 会 福 祉 法 人 渓 仁 会 



訪問介護重要事項説明書（2割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                令和 5年 11月 1日現在 

 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の生活  

全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した居宅 

サービス計画（ケアプラン）に基づき、別紙に定める「訪問介護計画」に沿って計画的に提供   

します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 

サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 

 

 



〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

 

 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）を作成する際に居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門

員等から説明の上、ご利用者の同意を得ることになりますので、介護支援専門員等にご相談くださ

い。保険外サービスをご利用の際は別途契約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までに   

お支払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

 

介護給付費単位表 

２、 訪問介護費              

身体介護 

（１）20分以上 30分未満 

    550単位 

 

 

（２）30分以上 1時間未満 

    872単位 

（３）1時間以上 

    1,274単位に 30分増す 

ごとに＋92単位 

身体介護

に引き続

き行なう 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    698単位 

（２）45分以上 70分未満 

    1,166単位 

（３）70分以上 

    1,314単位 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    402単位 

（２）45分以上 

    496単位 



（注１）法定加算について 

⑭ 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

⑮ 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

⑯ 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

⑰ ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

⑱ 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

⑲ 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

⑳ 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

21 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

22 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行した場

合、２００単位/月加算となります。 

23 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

24 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、 

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

25 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合、５％増と

なります。 

26 ２４時間緊急時に対応した場合、１回につき１００単位（月２回まで）加算されます 

 

         連絡先（電話）０８０－６０７６－１１３３  （原田 佐奈恵） 

 

 

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（５） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サービス計画

外のサービスを受けた場合。 

（６） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（７） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（８） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（７） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（８） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（８） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画と異なる場合。 



（８）居宅サービス計画に位置付けられていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用

前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡な

しに利用した場合でも、遅くとも月末までに連絡すること。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

 〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

  介護保険担当   原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に報

告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への連絡等

の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６６－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 第三者評価について 

   第三者評価を実施しておりません。 

 



１２ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

 

１３ 虐待に対する対応 

（３） 法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通報するよ

う努めなければならない趣旨から、身体拘束、虐待行為の発見または、虐待行為を受けたと  

思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその状況の確認を

行った後、市町村へ通報を行います。 

（４） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

  【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

⑤ 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

⑥ 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

⑦ 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

⑧ 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

（３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１４ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します。 

    

 

 

 



１５ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 

 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 

１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１６ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

 ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

  

 

１７ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１８ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 



２０ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施できる 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

 その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより訪問介護サービスに

ついての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、指定訪問介護事業者として以上の重要事項を説明いたしました。当事業所は、

ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービスを誠実に責任をもって行い 

ます。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者     原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                       印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 



 

 

 

 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 会 福 祉 法 人 渓 仁 会 



 

訪問介護重要事項説明書（3割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                令和 5年 11月 1日現在 

 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の生活  

全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した居宅 

サービス計画（ケアプラン）に基づき、別紙に定める「訪問介護計画」に沿って計画的に提供   

します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 

サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 



〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

 

 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）を作成する際に居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門

員等から説明の上、ご利用者の同意を得ることになりますので、介護支援専門員等にご相談くださ

い。保険外サービスをご利用の際は別途契約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までに   

お支払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

 

介護給付費単位表 

３、 訪問介護費              

身体介護 

（１）20分以上 30分未満 

    825単位 

 

 

（２）30分以上 1時間未満 

    1,308単位 

（３）1時間以上 

    1,911単位に 30分増す 

ごとに＋92単位 

身体介護

に引き続

き行なう 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    1,047単位 

（２）45分以上 70分未満 

    1,749単位 

（３）70分以上 

    1,971単位 

生活援助 

（１）20分以上 45分未満 

    603単位 

（２）45分以上 

    744単位 



（注１）法定加算について 

27 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

28 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

29 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

30 ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

31 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

32 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

33 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

34 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

35 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行した場

合、２００単位/月加算となります。 

36 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

37 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、 

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

38 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合、５％増と

なります。 

39 ２４時間緊急時に対応した場合、１回につき１００単位（月２回まで）加算されます 

 

         連絡先（電話）０８０－６０７６－１１３３  （原田 佐奈恵） 

 

 

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（９） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サービス計画

外のサービスを受けた場合。 

（１０） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（１１） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（１２） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（９） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（１０） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（９） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画と異なる場合。 



（８）居宅サービス計画に位置付けられていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用

前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡な

しに利用した場合でも、遅くとも月末までに連絡すること。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

 〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

  介護保険担当   原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に報

告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への連絡等

の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６６－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 第三者評価について 

   第三者評価を実施しておりません。 

 



１２ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

 

１３ 虐待に対する対応 

（５） 法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通報するよ

う努めなければならない趣旨から、身体拘束、虐待行為の発見または、虐待行為を受けたと  

思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその状況の確認を

行った後、市町村へ通報を行います。 

（６） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

  【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

⑨ 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

⑩ 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

⑪ 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

⑫ 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

（３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１４ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します。 

    

 

 

 



１５ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 

 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 

１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１６ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

 

１７ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１８ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

  



１９ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施できる 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

 

 その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより訪問介護サービスに

ついての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、指定訪問介護事業者として以上の重要事項を説明いたしました。当事業所は、

ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービスを誠実に責任をもって行い 

ます。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者     原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                       印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 
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社 会 福 祉 法 人 渓 仁 会 

 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）重要事項説明書（１割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）  北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                 令和 5年 11月 1日現在 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を 行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の    

生活全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した 居宅

サービス計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画に基づき、別紙

に定める「日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画」に沿って計画的に提供します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 



サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 

〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画を作成する際に居宅介

護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等から説明の上、ご利用者の同意を得る

ことになりますので、介護支援専門員等にご相談ください。保険外サービスをご利用の際は別途契

約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支

払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

  

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（１３） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サ

ービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画外のサービスを受けた場合。 

（１４） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（１５） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（１６） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（１７） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（１８） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（１９） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サー

ビス A）支援計画と異なる場合。 

（２０） 居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画に位置付け



られていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用前に居宅介護支援事業者及び

地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡なしに利用した場合でも、遅く

とも月末までに連絡すること。 

 

介護給付費単位表 

  日常生活支援総合事業(訪問型サービス A) 

訪問型サ

ービス費

(Ⅰ） 

要支援１、２ 

週 1回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 1,058単位、 

訪問型サ

ービス費

（Ⅱ） 

要支援 1、２ 

週２回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 2,114単位 

訪問型サ

ービス費

（Ⅲ） 

 

要支援２ 

週２回を超える程度の訪問型サービスが 

必要とされた者 

１ヶ月につき 3,354単位 

 

（注１）法定加算について 

40 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

41 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

42 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

43 ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

44 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

45 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

46 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

47 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

48 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う  際に同行した

場合、２００単位/月加算となります。 

49 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

50 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、   

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

51 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合５％増と 

なります。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

          介護保険                 担当    原田 佐奈恵  



            日常生活支援総合事業(訪問型サービス A)  担当  原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に   

報告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への 連絡

等の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６３－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

１２ 虐待に対する対応 

（７）  法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通報   

するよう努めなければならない趣旨から、虐待行為の発見または、虐待行為を受けたと      



思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその状況の 確認を

行った後、市町村へ通報を行います。 

（８） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

⑬ 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

⑭ 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

⑮ 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

⑯ 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

 （３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１３ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します。 

 

１４ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 

 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 



１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１５ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

 

１６ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１７ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１８ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施する 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１９ その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 

 



重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより日常生活支援総合事

業（訪問型サービス A）についての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に

同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関  係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）として以上の重要事項を説明  

いたしました。当事業所は、ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービス

を誠実に責任をもって行います。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者   原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                   印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。 

代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 



 

 

 

 

 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



社 会 福 祉 法 人 渓 仁 会 

 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）重要事項説明書（２割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）  北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                 令和 5年 11月 1日現在 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を 行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の    

生活全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した 居宅

サービス計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画に基づき、別紙

に定める「日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画」に沿って計画的に提供します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 



サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 

〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画を作成する際に居宅介

護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等から説明の上、ご利用者の同意を得る

ことになりますので、介護支援専門員等にご相談ください。保険外サービスをご利用の際は別途契

約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支

払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

  

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（２１） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サ

ービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画外のサービスを受けた場合。 

（２２） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（２３） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（２４） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（２５） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（２６） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（２７） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サー

ビス A）支援計画と異なる場合。 

（２８） 居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画に位置付け



られていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用前に居宅介護支援事業者及び

地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡なしに利用した場合でも、遅く

とも月末までに連絡すること。 

 

介護給付費単位表 

  日常生活支援総合事業(訪問型サービス A) 

訪問型サ

ービス費

(Ⅰ） 

要支援１、２ 

週 1回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 2,116単位、 

訪問型サ

ービス費

（Ⅱ） 

要支援 1、２ 

週２回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 4,228単位 

訪問型サ

ービス費

（Ⅲ） 

 

要支援２ 

週２回を超える程度の訪問型サービスが 

必要とされた者 

１ヶ月につき 6,708単位 

 

（注１）法定加算について 

52 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

53 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

54 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

55 ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

56 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

57 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

58 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

59 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

60 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う  際に同行した

場合、２００単位/月加算となります。 

61 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

62 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、   

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

63 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合５％増と 

なります。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

          介護保険                 担当    原田 佐奈恵  



            日常生活支援総合事業(訪問型サービス A)  担当  原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に   

報告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への 連絡

等の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６３－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

１２ 虐待に対する対応 

（９）  法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通報   

するよう努めなければならない趣旨から、虐待行為の発見または、虐待行為を受けたと      



思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその状況の 確認を

行った後、市町村へ通報を行います。 

（１０） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項

目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

⑰ 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

⑱ 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

⑲ 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

⑳ 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

 （３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１３ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します。 

 

１４ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 



 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 

１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１５ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

 

１６ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１７ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１８ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施する 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１９ その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 



重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより日常生活支援総合事

業（訪問型サービス A）についての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に

同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関  係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）として以上の重要事項を説明  

いたしました。当事業所は、ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービス

を誠実に責任をもって行います。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者   原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                   印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。 

代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 



 

 

 

 

 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



社 会 福 祉 法 人 渓 仁 会 

 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）重要事項説明書（３割負担） 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

所 在 地 美唄市東４条南５丁目１番４号（美唄市東地区生活支援センター内） 

介護保険事業所番号 指定訪問介護 北海道 ０１７６１０００４８ 号 

日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）  北海道 ０１７６１０００４８ 号 

管理者及び連絡先 
氏  名 管理者  原田 佐奈恵 

連 絡 先 ０１２６ － ６６ － ２５２５       

サービス提供地域 美唄市全域 

 

２ 事業所の職員体制等 

職   種 従事する業務 人    員 

管  理  者 業務全般の管理  1名 

サービス提供責任者 サービスの計画・調整  4名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名) 

サ ー ビ ス 担 当 職 員 サービスの担当 25名(常勤兼務 1名、常勤専従 4名、非常勤 20名) 

内訳 

介護福祉士  14名(常勤兼務 1名、常勤専従 3名、非常勤 10名) 

１級ヘルパー  0名(常勤   名、非常勤   名) 

２級ヘルパー  11名(常勤専従 1名、非常勤専従 10名) 

                                 令和 5年 11月 1日現在 

３ 営業時間 

営  業  日 月曜日から土曜日まで（ただし日曜日、１２月３０日～１月３日まで休み） 

サービス提供時間 日中 ７：３０ ～ １８：３０ 

営 業 時 間 ８：３０ ～ １７：３０（その他携帯電話にて対応） 

 

４ 運営方針 

事業所のホームヘルパーは､要介護状態又は､要支援状態になったご利用者が可能な限りその居宅にお

いてその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、生活全般にわたる援助を 行います。 

 

５ サービス内容 

（１）｢訪問介護｣は、ご利用者の居宅においてホームヘルパーが入浴､排泄､食事の介護その他の    

生活全般にわたる援助を行うサービスです。 

（２）事業所は次の日程により訪問介護サービスを提供します。 

（３）サービスは居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等が作成した 居宅

サービス計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画に基づき、別紙

に定める「日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）計画」に沿って計画的に提供します。 

 

６ サービスの管理者等 

（１）サービスの管理者及びサービス提供の責任者は、次のとおりです。 



サービスについてご相談やご不満がある場合は､どんなことでもお寄せください。 

〈管理者〉 

氏名 ： 原田 佐奈恵       連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

〈サービス提供責任者〉 

氏名 ：              連絡先〈電話〉  ：０１２６－６６－２５２５ 

（２）サービスを提供する主なホームヘルパーは次のとおりです。なお、事業所の都合により     

ホームヘルパーを変更する場合は､サービス提供責任者等から事前に連絡します。 

訪問ホームヘルパーの氏名 ：                           

 

７ ご利用者負担金 

（１）ご利用者からいただくご利用者負担金は以下のとおりです。 

（２）ご利用者負担金は､介護保険の法定利用料に基づく料金です。 

（３）介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える場合を

含む）には、全額自己負担となります。ただし､介護保険外のサービスとなる場合には､居宅サービス

計画（ケアプラン）及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画を作成する際に居宅介

護支援事業所及び地域包括支援センターの介護支援専門員等から説明の上、ご利用者の同意を得る

ことになりますので、介護支援専門員等にご相談ください。保険外サービスをご利用の際は別途契

約が必要となります。 

（４）ご利用者負担金は毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支

払い下さい。口座引き落とし、または窓口支払いがあります。 

（５）ご利用者負担金は、法定代理受領(現物給付)の場合については、（算定単位＋法定加算）× 

地域区分加算（10 円）×月の利用回数を利用料(１０割)とし、ご利用者負担割合に応じて請求しま

す。（通常 1割負担です。保険料滞納等個別の事由がある場合は各々に応じた負担割合となります。）

居宅サービス計画を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、いったんご利用者が利用料

(１０割)を支払い､その後市町村等に対して保険給付（９割）を請求することになります。 

  

注２）交通費は、事業所の通常のサービス地域を越える場合にのみ必要となります。 

（通院介助による同行などでヘルパーが公共の交通機関を利用した際は実費相当額を負担していただき

ます。また、買い物等の交通費は実費相当額を負担していただきます。なお、自家用車での買い物等は、

５０円/ｋｍとして負担していただきます。（１ｋｍ未満も含む） 

 

８ キャンセル料 

急な受診や入院など、やむをえない事情によりキャンセルされる場合以外のキャンセルについては､ 

下記の料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合は、至急ご連絡ください。 

・ サービスご利用の前日まで   無料 

・ サービスご利用当日      １，０００円 

 

９ ご利用者に連絡いただくべき事項 

 次の場合は、速やかに当事業所にご連絡ください。連絡を怠った場合は､ご利用者が費用を一時的に 

立て替えたり、全額負担になる場合もありますので、ご注意ください。 

（２９） 事前に居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターを通じて調整を行わずに居宅サ

ービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画外のサービスを受けた場合。 

（３０） 被保険者証の記載内容に変更が生じた場合。 

（３１） 要介護認定の更新申請、区分変更申請、サービスの種類指定変更申請を行った場合。 

（３２） 各種利用者負担減免に関する決定等に変更が生じた場合。 

（３３） 生活保護を開始または廃止する場合。 

（３４） 公費負担医療の受給資格を取得または喪失した場合。 

（３５） 事業所やサービスの種類が、居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サー

ビス A）支援計画と異なる場合。 

（３６） 居宅サービス計画及び日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）支援計画に位置付け



られていない短期入所者介護利用及び入院入所等にあっては、利用前に居宅介護支援事業者及び

地域包括支援センターにその旨を連絡すること。やむを得ず連絡なしに利用した場合でも、遅く

とも月末までに連絡すること。 

 

介護給付費単位表 

  日常生活支援総合事業(訪問型サービス A) 

訪問型サ

ービス費

(Ⅰ） 

要支援１、２ 

週 1回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 3,174単位、 

訪問型サ

ービス費

（Ⅱ） 

要支援 1、２ 

週２回程度の訪問型サービスが必要と 

された者 

1ヶ月につき 6,342単位 

訪問型サ

ービス費

（Ⅲ） 

 

要支援２ 

週２回を超える程度の訪問型サービスが 

必要とされた者 

１ヶ月につき 10,062単位 

 

（注１）法定加算について 

64 夜間・早朝（１８時～２２時、６時～８時）は２５％増となります。 

65 深夜（２２時～６時）は５０％増となります。 

66 地域区分加算は美唄市の場合、丙地加算報酬単価に 10円乗じた加算となります。 

67 ２人派遣の場合は２倍の料金をいただくことになります。 

68 当事業所が特定事業所に指定された場合、特定事業所加算（Ⅰ）では２０％増、特定事業所 

加算（Ⅱ）では１０％増、特定事業所加算（Ⅲ）では１０％増となります。 

69 介護職員処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に１３.７％を乗じた加算が増となります。 

70 介護職員特定処遇改善加算Ⅰとして、サービス利用料金に６.３％を乗じた加算が増となります。 

71 介護職員等ベースアップ等支援加算として、サービス利用料金に２．４％を乗じた加算が 

増となります。 

72 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス

提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う  際に同行した

場合、２００単位/月加算となります。 

73 訪問リハビリテーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門職が、同時に利

用者宅を訪問し両者の共同による訪問介護計画を作成することについての評価を行う場合、  

１００単位/月加算となります。 

74 利用者や家族から要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネージャーと連携を図り、   

ケアマネージャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅

サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合、１００単位/回加算となります。 

75 運営規定に定めている通常の実施地域を越えて中山間地域等にサービス提供する場合５％増と 

なります。 

 

１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順 

（１）当事業所が行なう訪問介護サービスについてのご相談・ご苦情を下記窓口にて承ります。 

〈ご利用者ご相談窓口〉 

 社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいる 

          介護保険                 担当    原田 佐奈恵  



            日常生活支援総合事業(訪問型サービス A)  担当  原田 佐奈恵       

                      

・電話の場合 ０１２６－６６－２５２５ ・ＦＡＸの場合 ０１２６－６６－２０２０  

・面談の場合 場所 

 美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センターすまいる内）  

 

 苦情担当者は責任をもって調査し、改善に努めさせて頂きます。 

・対応時間については、「３ 営業時間」に準じます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

１ ご利用者から苦情を受けた場合は、直ちに「苦情・事故対応記録票」に内容を記載し、管理者に   

報告します。 

２ 管理者は苦情内容を確認し、内部により即時対応できる場合は迅速に処理を行います。 

３ 訪問時の事故（身体的事故・利用者の所有物損傷等）の場合は、直ちに適切な医療的措置、事故処

理を行い、管理者に報告します。 

４ 管理者は利用者宅を訪問するなどして事故の内容を確認し、医療的措置や損害保険会社への 連絡

等の処理を行います。また内容に応じ、担当する市町村担当窓口への連絡を行います。 

５ 受け付けた苦情、対応した事故については、直ちに管理者の主催による検討会議等を行います。会

議等の結果を受け、翌日までには必ず具体的な対応を行います。対応の内容は状況に応じて利用者

等に対して、①十分な説明、②管理者による謝罪、③再発防止策の文書による提示、④損害賠償、

⑤その他等を行ないます。なお，賠償関係の発生が予期されるものについては、管理者は即座に顧

問弁護士等と連絡をとります。 

６ 対応後、記録を個人基本台帳、苦情・事故対応記録票に記載し、再発防止に役立てます。 

（３）具体的な対応方針 

１ ご利用者からの苦情には迅速かつ適切に対応します。 

２ ご利用者の苦情に関して、市町村等から質問、調査がある場合は協力するとともに、指導・助言が

ある場合には必要な改善を行います。 

３ ご利用者からの苦情が少なくなるようなサービスの向上に努めます。 

４ 当方にその原因が認められる損害賠償については速やかに対応します。 

（４）当事業所以外に、市役所･国民健康保険団体連合会･福祉サービス運営適正化委員会等の相談･苦情

窓口、および当法人の第三者委員に苦情を伝えることができます。 

１ 美唄市役所             ０１２６－６３－０４６１（高齢者介護保険係） 

２ 北海道国民健康保険団体連合会    ０１１－２３１－５１６１（苦情処理担当）   

３ 北海道福祉サービス運営適正化委員会 ０１１－２０４－６３１０（苦情処理担当）   

４ 奥田 龍人             ０１１－７１７－６００１（第三者委員）    

 ５ 大能 文昭             ０１１－２８１－６１１３（第三者委員）    

 

１１ 緊急時及び事故発生時の対応方法 

（１）緊急時及び事故発生時にあっては、緊急対応の上､ご利用者の主治医への連絡を行い､医師の指示

に従います。また登録されている緊急連絡先に連絡いたします。 

  「１０ サービスに関する苦情相談の受けつけ窓口、体制及処理の手順」を一部準用し対応いたしま

す。 

（２）当事業所の提供する訪問介護サービスにおいて事故が発生し､当事業所にその原因が認められる損

害賠償については速やかに対応します。なお、当事業所は損害賠償保険に加入しております。 

加入している損害賠償保険 社会福祉法人全国社会福祉協議会 

             社会福祉施設総合損害補償 しせつの損害補償 

 

１２ 虐待に対する対応 

（１１）  法律上、虐待行為を受けたと思われる高齢者等を発見した者は、速やかに市町村に通

報   するよう努めなければならない趣旨から、虐待行為の発見または、虐待行為を受けた



と      思われる場合は、速やかにその状況を管理者へ報告します。管理者は迅速にその

状況の 確認を行った後、市町村へ通報を行います。 

（１２） 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の定義第２条４項

目 

この法律において「養護による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

【養護者がその養護する高齢者等について行う次に揚げる行為】 

21 脅しや屈辱などの言語や、威圧的な態度、無視、嫌がらせなどによって、精神的・情緒的に苦痛

を与えること・・・心理的虐待    

22 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為、またはその強要 

・・・性的虐待 

23 本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、本人の希望する金銭使用を理由なく制限したりする

こと・・・経済的虐待 

24 意図的・結果的を問わず、介護や生活の世話を行っている家族が、その提供を放棄または 

放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること 

・・・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任） 

 （３）当事業所以外に、美唄市の虐待防止に関する相談・通報・届出窓口が下記となっております。 

    ・美唄市役所（高齢・包括支援グループ） ０１２６－６２－３１５６ 

    ・美唄市役所（地域包括支援センター）  ０１２６－６８－８２９７ 

（４）虐待防止の対策を進めるため内部組織に委員会を下記のとおり設置しています。 

    ・委 員 長：山口 康一（施設長） 

    ・副委員長：千葉 一夫（センター長・経営管理部長） 

    ・委  員：山田 佳子（居宅介護支援事業所 所長） 

    ・委  員：西島  伸（通所介護事業所 所長） 

 

１３ 身体拘束の禁止 

 （１）原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束します。 

   ただし、自傷他害等のおそれがある場合、利用者本人または他人の身体に対して危険が及ぶこと

を考えるられる時は、事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態

様を及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由について記録します 

 

１４ 個人情報保護 

（１） 事業者は個人情報の取り扱いにあたり「個人情報の保護に関する法律」やガイドライン、守秘

義務に関する他の法令等に加え、法人が定める当該基本方針や就労規則等の内規を尊寿すること

により、利用者及びその家族に関する情報を適正に保護します。 

（２）事業所は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について 

 利用者又は、第三者の生命を、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中 

 及び契約終了後においてもその秘密を保持します。 

（３）事業者は、あらかじめ文章により利用者及び家族の同意を得た場合、前項の規定にかかわらず、 

 一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。別紙「個人情報使用同意書」通常業務で 

 想定される個人情報の利用目的に定めます。 

（４）事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、在職中は元より 

 職員の退職後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とし担保します。 

（５）個人情報に関する苦情の申し立てや相談があった場合は、上記 10「サービスに関する苦情 

 相談窓口及び処理体制・手順」の規定を一部準用し迅速かつ適切な処理に努めます。なを、 



 当事業所以外の主な相談窓口は次のとおりです。 

１ 北海道総務部法制文章課行政情報センター    ０１１－２３１―４１１１ 

２ 札幌市総務局行政部行政情報課         ０１１－２１１－２１３１ 

３ 札幌消費者センター              ０１１－２１１－２２４５ 

４ 国民生活センター               ０３－５４７５ ３７１１ 

 

１５ ハラスメントの対応について 

サービスの利用にあたっては、次の事項を禁止いたします。なお、ハラスメント行為などにより、健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する場合があります。 

 １ 職員に対する暴言・暴力、嫌がらせ誹謗中傷などの行為 

 ２ パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

 ３ 無断で職員の写真や動画を撮影すること、また、無断で録音などを行うこと。 

 ４ その他の前各号に準ずる行為。 

ハラスメント対策の強化に関する事項 

   職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ 

範囲を超えたものにより従業者の終業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じます。ハラスメント事案が発生した場合、即座に対応し同時案が発生しない  

為の再発防止に努めます。 

 

１６ 非常災害対策 

  事業者は、非常災害その他の緊急の事態に備え、業務継続計画を作成します。また、常に関係 

機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。 

 

１７ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

    感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号の掲げる措置を講じます。 

  １ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６ｹ月に１回以上開催 

    するとともに、その結果について、従業者に周知徹底すします。 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

３ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１８ 業務継続計画の策定等 

 １ 感染症や災害が発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施する 

   ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し次に掲げる 

   措置を講じます。 

 ２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施 

   します。 

 ３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１９ その他 

  サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため､次の事項にご留意ください。 

１ ホームヘルパーは､医療行為･年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取り扱いは致しかねますので､

ご了承ください。（生活援助として行う買い物等に伴う小額の金銭取り扱いは可能です。） 

２ ホームヘルパーは､介護保険制度上､ご利用者の入浴･排泄･食事の介護その他の生活全般に わた

る援助を行うこととされており、同居家族に対するホームヘルプサービスは禁止されています。家

族の方の食事準備など､それ以外の業務については介護保険外のサービスとなりますので、ご了承

ください。 

３ ホームヘルパーに対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 



重要事項説明確認書 

 

重要事項説明確認日  令和   年   月   日 

ご 

利 

用 

者 

私は、社会福祉法人渓仁会ホームヘルパーステーションすまいるより日常生活支援総合事

業（訪問型サービス A）についての重要事項の説明を受け､訪問介護サービスの提供開始に

同意します。 

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （   ）   － ＦＡＸ （   ）   － 

 

代
理
人
又
は
立
会
人 

（代理人の場合）私は、本人に代わり､上記署名を行ないました。私は､本人の重要事項説明

確認の意思を確認しました。 

（立会人の場合）私は､以上の重要事項について説明を受け､内容を確認しました。 

本人との

関  係 
 

（代理人の場

合）署名を代行

した理由  

住  所 
〒□□□―□□□□ 

 

氏  名 印 

電話番号 （    ）   － ＦＡＸ （    ）    － 

 

事 

業 

所 

 当事業所は、日常生活支援総合事業（訪問型サービス A）として以上の重要事項を説明  

いたしました。当事業所は、ご利用者の申し込みを受託し､この重要事項に定めるサービス

を誠実に責任をもって行います。 

住  所 
〒０７２－００１５ 

美唄市東４条南５丁目１番４号 （美唄市東地区生活支援センター内） 

名  称 社会福祉法人渓仁会 ホームヘルパーステーションすまいる 

管 理 者   原田 佐奈恵          印 

説 明 者                                   印 

電話番号 （０１２６） ６６－２５２５ ＦＡＸ （０１２６） ６６－２０２０ 

上記の重要事項説明確認および同意を証するため、本書２通を作成し､ご利用者､事業所が署名押印の上､１通

ずつ保有する。 

代理人を選任した場合には､代理人の署名をする。 

立会人には、本人とともに重要事項を確認し､緊急時などにご利用者の立場にたって事業所との連絡調整等を

行える方がいる場合に記入する。なお、立会人は､法的な義務を負うものではありません。 


